
第513号

発　行　令和 8年 8月14日

発行所　名護市

市   章
　　　　総務部総務課

　　　――――　規　　　　則　―――― ○　名護市公告第38号(商工・企業誘致課)

○　名護市規則第24号(工事契約検査課) 　令和8年度第３次名護市中小企業・小規模

　名護市契約規則及び名護市建設工事執行規 　企業振興ビジョン策定業務委託に係る公募

　則の一部を改正する規則の公布について 　型プロポーザルの実施について

○　名護市規則第25号(人事行政課) ○　名護市公告第39号(農林水産課)

　名護市職員安全衛生管理規則の一部を改正 　松くい虫駆除及び防除命令の掲示について

　する規則の公布について ○　名護市公告第40号(工事契約検査課)

○　名護市規則第26号(健康増進課) 　名護市公募型指名競争入札の実施について

　名護市予防接種実費徴収規則の一部を改正 　（久志区避難橋整備工事（その２））

　する規則の公布について ○　名護市公告第41号(農業政策課)

○　名護市規則第27号(会計課) 　名護農業振興地域整備計画の一部変更案の

　名護市会計規則の一部を改正する規則の公 　公告縦覧について

　布について ○　名護市公告第42号(総務課)

　　　――――　訓　　　　令　―――― 　名護市新設斎場火葬炉整備事業者選定に係

○　名護市訓令第6号(工事契約検査課) 　るプロポーザルの実施について

　名護市電子契約実施規程の公表について

　　　――――　告　　　　示　――――

○　名護市告示第143号(子育て支援課)

　名護市母子家庭等高等職業訓練促進給付金

　等事業実施要綱の一部を改正する要綱の公

　表について

○　名護市告示第144号(国民健康保険課)

　督促状の公示送達について

○　名護市告示第145号(保育・幼稚園課)

　名護市保育所等業務効率化推進事業補助金

　交付要綱の一部を改正する要綱の公表につ

　いて

○　名護市告示第146号(総務課)

　令和８年第３１７回名護市議会臨時会の招

　集告示について

　　　――――　公　　　　告　――――

○　名護市公告第37-2号(まちなか再開発・公共交通課)

　名護市地域公共交通計画改定及び交通政策

　支援業務委託に係る公募型プロポーザルの

　実施について

名　護　市　公　報

名護市公報



名護市契約規則及び名護市建設工事執行規則の一部を改正tる規則をこ二に公布する。

.

名護市規則第 2q 号

名護市契約規則及び名護市建設工事執行規則の一部を改正する規則

゛.゛..」.ダ、闘,区、→,^^、

ル"六出、戸1名護市長

~別紙

日ゞ月フ



名護市契約規則及び名護市工事執行規則の一部を改正する規則

(名護市契約規則の一部改正)

第1条名護市契約規則印召和娼年規則第19号)の一部を次のように改正する。

第器条第1項中「契約書」の次に「(契約内容を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。)」

を加える。

第24条第2項中「これに準ずる書類」の次に「(契約内容を記録した電磁的記録を含

む。)」を加える。

陥護市工事執行規則の一部改正)

第2条名護市建設工事執行規則(昭和48年規則第20号)の一部を次のように改正する。

第12条第1項中「工事請負契約書(」の次に「契約内容を記録した電磁的記録を含む。」

を加え、同条第3項中「工事請書」の次に「(契約内容を記録した電磁的記録を含む。)」

を加える。

様式第3号の2中

7 その他の事項

年月日付け締結の請負契約を上記のとおり変更する契約を締結

する。

本契約の証として本書通を作成し、当事者記名押印の上、各自1通を保有

する。

゛

平成

7

年

日付け締結の請負契約を上記のとおり変更する契約を締結

する。

本契約の証として本書通を作成し、当事者記名押印の上、各自1通を保有

する。

(電子契約の場合)

その他の事項

年月

月 日

年月日付け締結の請負契約を上記のとおり変更する契約を締結

する。

本契約の成立を証するため、本書の電磁的記録を作成し、当事者が合意の後、

電子署名を施し、各自その電磁的記録を保管する。

に改める。

附則

この規則は、令和8年9月1日から施行する。

年月日

を
「



名護市職員安全衛生管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

・ P"フ・21・

名護市規則第4 -,号

名護市職員安全衛生管理規則の一部を改正する規則
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名護市職員安全衛生管理規則の一部を改正する規則

名護市職員安全衛生管理規則(平成9年規則第5号)の一部を次のように改正する。

別表第2中

教育委員会羽地学校給食センター主任調理員

教育委員会東江学校給食センター主任調理員

教育委員会屋部学校給食センター主任調理員

教育委員会名護学校給食センター主任調理員

教育委員会名護第2学校給食センター主任調理員

教育委員会名護第一学校給食センター主任調理員

教育委員会東江学校給食センター主任調理員

教育委員会屋部学校給食センター主任調理員

に改める。

附則

この規則は、令和8年8月1日から施行する。

を
「



宇,護市予防接種実安徴収規則の一部を改正tる規則をここに公布する。

名護市規則第乙し号
名護市予防接種実費徴収規則の一部を改正する規則

f・・"・"・'・

ルι知武筆二t_・'・・,11■護市長
~・・・,'1
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~男1俳氏

ー'ロ 日1才月ク年》



名護市予防接種実費徴収規則の一部を改正する規則

名護市予防接種実費徴収規則(平成8年規則第14号)の一部を次のように改正する。

第 2条第 2号中「1,000円」を「3,000円」に改める。

附則

この規則は、公布の日から施行する。

.



名護市会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。

御ゞ"?"Ω?"

名護市規則第ユフ号

名護市会計規則の一部を改正する規則

^'羽冨,^^^^ニ^.1^『

四4や武、子二名護市長

~別紙



名護市会計規則の一部を改正する規則

名護市会計規則(平成10年規則第2号)の一部を次のように改める。

第50条第7項中「(契約書も含む。)」を C及び契約書(電磁的記録を除く。)」に改める。

第68条の次に次の1条を加える。

(口座自動振替払)

第卵条の2 会計管理者は、電気料金、ガス料金、水道料金又は電気通信役務の提供を受

ける契約に基づく料金を口座自動振替払(市の預金口座から債権者が指定した期日に自

動的に引き落とす方法をいう。)により支払うことができる。

第109条第4号に次のただし書を加える。

ただし、当該契約書類が電磁的記録であるときは、この限りでない。

第Ⅱ0条中「契約書等」の次に「(電磁的記録を除く。)」を加える。

第114条第1項第8号中「請書」の次に「(電子契約の場合にあっては、契約内容及び契

約の締結に合意したことを確認できる書類)」を加える。

附則

この規則は、令和8年8月1日から施行する。



名護市訓令第6号

名護市電子契約実施規程を次のように定める。

令和8年7月15日

争

名護市電子契約実施規程~別紙
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名護市電子契約実施規程

網的)

第1条この規程は、名護市が締結する電子契約に関し、名護市契約規則(昭和48年規則

第19号)に定めるもののほか、ι、要な事項を定めるものとする。
(定義)

第2条この規程において、炊の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

①電子署名電子署名及び認証業務に関する法律(平成12年法律第102号)第2条第1

項に規定する電子署名をいう。

②契約書等取り決め事項を双方で確認するため作成する契約書、請書、協議書その

他これらに準ずるものをいう。

③電子契約契約のうち電子署名その他法令に定める措置を講じた電磁的記録により

契約書等を作成するものをいう。

④電子契約サービスサービス提供事業者(名護市の委任に基づき電子署名に係るサ

ービスを提供する事業者をいう。以下同じ。)が名護市及び契約相手方の指示を受けて

サービス提供事業者自身の署名鍵による電子署名を行う事業者署名型(立会人型) 巨岳E皀

子契約サービスをいう。

⑤アカウント電子契約サービスに接続するための権利をいう。

⑥パスワード電子契約サービスに接続するために必要となる暗証番号をいう。

⑦承認者契約書等が決裁を得たものと相違ないことを確認し、承認する者をいう。
(電子契約の利用範囲)

第3条電子契約サービスは、市が締結する電子契約に利用するものとする。ただし、次

に掲げるものは除くものとtる。

①法令等の規定により電子契約サービスで締結することができない契約

②契約期間が10年を超える契約

③自動更新条項が定められている契約

④その他電子契約によることが適当でないと認められる契約

(承認者の設置)

第4条各課等に承認者を置き、各課等の長をもってこれに充てる。

2 承認者が不在であるときは、名護市事務決裁規程(昭和63年訓令第1号)第8条第1

項第4号による代決の規定を適用する。

(電子契約サービス運用管理者)

第5条電子契約サービスの運用及び管理のために、電子契約サービス運用管理者(以下

「管理者」という。)を置き、工事契約検査課長をもってこれに充てる。

2 管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。

①電子契約サービスを利用可能な状態に維持し、これを管理すること。

②電子契約サービスの安全性及び信頼性を確保し、適正に管理するとともに、効率的

に運用すること。

⑧その他電子契約サービスの適正な運用を図るために彪、要な事項

(アカウントの取扱い)

第6条アカウントは、管理者が設定し、電子契約サービスを利用した契約手続の事務を

行う者(以下「職員」という。)に貸与する。ただし、設定できるアカウントは、管理者

があらかじめ定めた市のドメインのメールアドレスに限る。

2 アカウントの変更は、原則として管理者が行うものとする。

3 パスワードの設定及び変更は、原則として職員が行うものとする。

゛



4 アカウントの取扱いは、職員がこれを適正に行わなければならない。

5 職員は、パスワードを他者に知られないように厳重に管理しなければならない。

6 職員が電子契約サービスへのアクセスをするためには、管理者が許可したグローバル

IPアドレスから接続しなけれぱならない。

(事故報告)

第7条職員は、パスワードの漏えい等の事故があったときは、直ちにその旨を管理者に

報告しなけれぱならない。

(利用方法)

第8条職員は、電子契約サービスを利用するに当たり、法令等を遵守するものとする。

2 契約相手方の送信先の確認は、電子契約利用申出書によるものとする。

3 契約相手方に竃子契約を送信するときは、承認者を経由しなけれぱならない。

(電子契約の保存等)

第9条電子契約データは、名護市文書取扱規程(令和6年訓令第2号)に基づき、適切

に保存し、及び管理しなけれぱならない。

(軽微な修正等)

第10条職員は、誤字又は語句の修正等軽微な契約内容の修正が生じた場合は、修正後の

契約書等及び修正内容等を記載した契約書等を作成し、電子契約サービスを利用して電

子契約手続を行うものとする。この場合において、修正前の電子契約書は、電子契約サ

ービスでの保管を継続する。

(変更契糸勺)

第Ⅱ条職員は、契約内容の変更が生じた場合は、変更契約書を作成し、電子契約サービ

スを利用して電子契約手続を行うものとする。この場合において、変更前の電子契約書

は、竃子契約サービスでの保管を継続する。

(国等との電子契約)

第12条国の行政機関及び他の地方公共団体等(以下「国等」という。)と電子契約を締結

する場合又は電子契約サービス以外の方法による電子契約によらなけれぱ契約締結が不

可能若しくは著しく困難であると認められる場合においては、この規程の規定にかかわ

らず、契約相手方が定める方法により電子契約を締結することができる。

2 前項の場合において、契約書等が決裁を得たものと相違ないことを確認する者は、承

認者とする。

(その他)

第13条この規程に定めるもののほか、電子契約に関し必要な事項は、総務部長が定める。

附則

この規程は、令和8年9月1日から施行する。

.



名護市告示第H3号

名護市母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱の一部を改正する要綱を次の

ように定める。

令和8年7月28日

、

名護市母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱の一部を改正する要綱

~別紙

名護市長渡具知武豊
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名護市母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱の一部を改正する要綱

名護市母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱(令和3年告示第32号)の一部を次のように改正する。

第1条略

(支給対象者)

第2条訓練促進給付金又は修了支援給付金(以下「訓練促進給付金等』

という。)を受給できる者(以下「支給対象者」という。)は、養成機関

(対象資格を取得するための機関をいう。以下同じ。)で修業する者で、

訓練促進給付金にあっては養成機関での修業を開始した日以後におい

て、修了支援給付金にあっては、養成機関における修業を開始した日

及び当該養成機関におけるカリキュラムを修了した日において、次に

掲げる全ての要件を満たす者とする。

改正後

皿 母子{

金の角'A に母子广の母の児童力 20

つて

Ⅱ釜 1早,呈亘

の母であること

i

スLて 1

③旦ノ1』迭上の期問を要する養成機関で修業し、かつ、対象資格の取
得が見込まれる者であるとと。
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(対象資格)

第3条対象資格は、炊のとおりとする。

この舮△において

の

第1条略

をAむ

(支給対象者)

第2条訓練促進給付金又は修了支援給付金(以下「訓練促進給付金等」

という。)を受給できる者(以下「支給対象者」という。)は、就職を饗

をヰ1 ている

のと

①~⑫略

(支給期問等)
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得するための機関をいう。以下同じ。)で修業する者で、訓練促進給付

金にあっては養成機関での修業を開始した日以後において、修了支援

給付金にあっては、養成機関における修業を開始した日及び当該養成

機関におけるカリキュラムを修了した日において、次の各号に掲げる

要件の全てを満たす母王家庭虫遅笠とする。
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④
⑤



第4条略

2 訓練促進給付金を受け、准看護師養成機関を修了する者が、引き続

き、看護師の資格を取得するために養成機関で修業する場合には、通

算で四月を超えない範囲で当該給付金を支給するものとする。
3略

第5条~第H条略

様式第1号(第7条関係)

養成機関

名

住所

修業機関

修業に係

る資格

⑤支給申請額

略

佃御

年

日

第4条略

2 訓練促進給付金を受け、准看護師養成機関を修了する者が、引き続

き、看護師の資格を取得するために養成機関で修業する場合には、通

算で4昼旦を超えない範囲で当該給付金を支給するものとする。

3略

第5条~第H条略

看護師・介護福祉士・保育士・理学療法士・作業

療法士・その他(

血釜二」など

月

から

備考改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附則

この要綱は、告示の日から施行し、令和8年4月1日から適用する。

日~

Bの

年 月

呼

(以下略)

養成

区分

様式第1号(第7条関係)

、^ き

昼間・

間・通信

き進一る予定力

円

養成機関

名

住所

修業機関

⑤支給申請額

修業に係

る資格

略

(略)

年
日

看護師・介護福祉士・保育士・理学療法士・作業

療法士・その他(

月 日~ 年

(以下略)

月 養成

区分

2

円

昼間・

' .

夜
言週司

④
養
成
機
関
及
び
内

容
に
つ
い
て

④
養
成
機
関
及
び
内
容
に
つ

い
て

一
一

一
竺



名護市告示第/gg号

達送 書公 刀弌

下記督促状の送達を受けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所がともに不明、又は外国において送達が困難であるため、地方税

法第20条の2の規定により告示します。

なお、公示送達tる書類は、市長(国民健康保険課)が保管していますので、申し出があればいつでも送達を受けるべき方に交付し

ます。

ニー^■^^

令和8年7月29日
コ'

.ナ'
゛

納税通知書番号 税

1325817

類の名称

ι

督促状

税

国民健康保険税

目

(注意)地方税法第20条の2第3項の規定に基づき、掲示を始めたEから起算して7日を経過した●きは、書類の送達があ0たものとみなされま寸。

税額

年

令和7年度

度

名護市長渡具知武豊

期

第2~3期

別

AURIANE

務

E L GA MAR I E

納 者

1/ 1

^

BERTHEI

^

書 義



名護市告示第N5号

名護市保育所等業務効率化推進事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように

定める。

.

令和8年7月31日

名護市保育所等業務効率化推進事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱~別紙

名護市長渡具知

一
・
昇
仁
寸

一
一
一
^
魯
"
、
ふ
:
.
'

J
』
ヂ
」
、
"
.

「
,
 
f
 
1
 
、
.
'
ー

【
一

■

、
、
'
、
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戸
'

ゞ

ー
ー
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名護市保育所等業務効率化推進事業補助金交付要綱新旧対照表

名護市保育所等業務効率化推進事業補助金交付要綱(平成28年告示第186-2号)の一部を

次のように改正する。

第1条~第12条略

別表(第3条関係)

補助対象

事業名

保育所

等におけ

るICTイヒ

推進事業

改正後

補助対象

経費

4

呆育業務

支援シス

テムの導

入費用、

リース

料、工事

費、報償

費、旅費、

需用費、

'務費、

委託料、

吏用料及

び賃借

料、備品

蒜入費

1 保育所等における業務

のICT化を行うためのシ

ステム導入

基準額

①

第1条~第12条略

別表(第3条関係)

の゛=

②

のヌ又

録E^

③保護者との連絡に関

する機能

④キャッシュレス決済

に関する機能

上記の対象機能のうち、

導入する機能数に応じて基

準額を以下のとおりとす

る。

く端末購入等行わない場

△>

1機能を導入する場合一・1施

設当たり 200,000円

2機能を導入する場合・・・1施

設当たり 400,000円

3機能を導入する場合一・1施

設当たり 600,000円

機能を導入,、る場合・・・1施

設当たり 800,000円

<端末購入を行う場合>

1機能を導入する場合・,・1施

設当たり 700,000円

2機能を導入する場合一,1施

設当たり 900,000円

3機能を導入する場合一・1施

設当たり 1,100,000円

機育皀を導入する場合一,1施

補助対象

事業名

に

*に工るヨ十百.昔己

保育所

等におけ

るICT化

推進事業び欠

現行

る

補助対象

経費

ムヒ
1二

呆育業務

支援シス

テムの導

費用、

リース

料、工事

費、報償

費、旅費、

需用費、

'務費、

委託料、

吏用料及

ぴ賃借

料、備品

蒜入費

1 保育所等における業務

のICT化を行うためのシ

ステム導入

基準額

①

録垈^

*に丈る量

②

③保護者との連絡に関

する機能

④キャッシュレス決済

に関する機能

上記の対象機能のうち、

導入する機能数に応じて基

準額を以下のとおりとす

る。

く端末購入等行わない場

合>

1機能を導入する場合一・1施

設当たり 200,000円

2機能を導入する場合一・1施

設当たり 400,000円

3機能を導入する場合一・1施

設当たり 600,000円

4機能を導入する場合一・1施

設当たり 800,000円

<端末購入を行う場合>

1機能を導入する場合・・・1施

設当たり 700,000円

2機能を導入する場合一・1施

設当たり 900,000円

3機能を導入する場合一・1施

設当たり 1,100,000円

機能を導入する場合一・1施

の越理に

日のヌR

・己

ひ

る
^

1/2

一
'



設当たり 1,300,000円

2 病児保育事業等の業務

(予約・キャンセル等)

のICT化を行うためのシ

ステム導入

1施設当たり 1,000,000円

3

ためのシステム者入に丈る

は

施,ル 1 " 1

雫せ丈一

る

ンステム甘入にくる

、

機器導△

1加,ル当たり

、オ

忠士弐一ー

炉△であって

少事'

ア児をヰれ

にお1 る

"リ

七土釜」

におけるICT

は也の事'

1

り

矛女の ICT ヒを告

同一施.ルにメ、し

又はキ

且を戸,1 てゴゞに丈る曇

200 000

設当たり 1,300,000円

2 病児保育事業等の業務

(予約・キャンセノレ等)

のICT化を行うためのシ

ステム導入

1施設当たり 1,000,000円

る ヒ

る

ち 1つP 上の厶をを

1し

'、

こより

し

ただし

の

理プラ

れかに討当

かつ

とし

ンユレス決:1こ

しているわ暑ルにおいて

_」新規L

を角けた

/》、

ひ
ノ△、テムを首入る1

との車二に美

去に

1

トフォームを'入ることを予定

盲E

08

2

.の越理に

理に

る,蚤

る

府に

且をヰけて

美

るシステムを首

老の'ち1つ上

の

る

を首入した乍言ルにおいて

る

に

早凸t

ユレス決

る

宣導△^

以下略

たに

矛女施,ル"

は

1巨の曇炎

*に丈る言

上の

備考改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附則

この要綱は、告示の日から施行し、令和8年4月1日から適用する。

旧のヌ奘

に

るシス

び久の処

る
ムヒ
ヒ

2/2

而.言己

るシステム

たにキ

る

るシステム

/

百.室己

以下略

乍

ヒ
ヒ

の毛即る

こ

を

こ

ム

ヒ
ヒ

ム

連 Pの
を

と

毛

宅昂る



名護市告示第146号

令和8年第317回名護市議会臨時会を、次のとおり招集する。

令和8午8月7日

J

1期日 令和8年8月14日

名護市議会議事堂2 場所

3 付議事件

山喜知留川河川整備工事(R8)請負契約について

②物品の購入について(4向ガラスハイケース、温湿度計)

③令和8年度名護市一般会計補正予算(第3号)

名護市長渡具知
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名護市公告第37-2号

名護市地域公共交通計画改定及び交通政策支援業務委託に係る公募型プロポ

ーザルの実施について

令和8年7月器日

名護市地域公共交通計画改定及び交通政策支援業務委託に係るプロポーザ

ル実施要項等は、市ホームページ及びまちなか再開発・公共交通課に備え付け

ています。

名護市長
二r、^

、
,
ー

、
.
、

1
i

イ
、
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「
一
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゛
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名護市地域公共交通計画改定及び交通政策支援業務委託プロポーザル

実施要項

1 目的

名護市では、令和4年3月に「名護市地域公共交通計画」を策定し、様々な施策を展

開してきた。しかし、近年の急激な社会情勢や環境の変化、「地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律」の改正や公共交通に求められる役割、あり方の変化など、地域公共

交通を取り巻く環境は大きく変化している。

これらを踏まえ、現行計画の評価検証や現状診断、地域交通が目指す姿の再設定、施

策の設定等を取りまとめ、新たな交通政策の指針となる「名護市地域公共交通計画」ヘ

と改定するため、高い専門性や論理的構成力等を有する事業者に改定支援を委託する。

また、地域住民や来訪者等の公共交通による移動利便性の向上を図るため実施してき

た名護市コミュニティバス(なご丸)(以下「なご丸」という。)の利用実績や市民及び

利用者等の二ーズを精査し、なご丸の運行に関する支援及び交通政策支援を委託するも

のであり、この要項は本業務の委託事業者を公募型プロポーザル方式により選定するた

め、その応募手続き等について必要な事項を定めるものである。

'

2 業務委託概要

称:名護市地域公共交通計画改定及び交通政策支援業務委託名

履行期間:契約締結の日から令和9年3月31日まで

履行場所:名護市地内

委託上限額:36,960,000円(税込み価格)

※この金額は契約予定額ではなく、提案上限額を示す。

委託業務内容:呂1絲氏仕様書によるものとする。

3 参加資格

参加資格を有する者(共同企業体等の場合は、構成員全員とする。ただし、①にっい

ては、構成員のいずれかが要件を満たしていることとする。)は、次に掲げる要件の全て

に該当するものとする。なお、企画提案書提出後においても、資格要件を満たさなくな

つた場合は、当該参加者の参加資格を取り消すこととする。

①過去5年以内(令和3年4月1日以降)に国・県・市町村等が発注した交通関連

計画等の業務(地域公共交通計画や交通に関する計画等の策定業務または改定業務、

調査に関する業務等)を受注し、適切に履行した実績を1件以上有していること。

なお、当該計画等を受注した者からのアンケート調査及び印刷製本業務等の業務を

一部委託された実績は含まない。

②地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4の規定に該当する者では

ないこと 0

・ 1 '



③会社更生法(平成14年法律第154号)又は民事再生法(平成11年法律第225号)

等に基づく更生又は再生手続等を行っていないこと。

④宗教活動や政治活動を主たる目的とする者ではないこと。

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条

第2号に規定する暴力団及びそれらの利益となる活動を行うものではないこと。

⑥名護市指名停止等事務処理要綱(平成20年告示第93号)に基づく指名停止措置を

契約予定日までの間、受けていない者であること。

⑦個人又は法人及びその法人の代表者が、国税、沖縄県の法人事業税及び名護市税

(①市県民税(特別徴収・普通徴収)②法人市民税③固定資産税)を滞納していない

こと。

⑧共同企業体に係る留意点

①共同企業体とは名護市地域公共交通計画改定及ぴ交通政策支援業務委託共

同企業体協定書(以下「協定書」という。)に基づき、本件委託業務をその構

成員が共同で行うものとする。

②共同企業体として申請する場合は、参加表明書と一緒に協定書を提出し、記

載された事項を、構成員相互で遵守し、本件委託業務を適正に履行すること。

③申請代表者を定めること。(上記提出書類と一緒に共同企業体構成員の当該企

業体を代表する法人への申請手続に係る委任状【任意様式】を構成員ごとに提

出司、ること。)

④同時に複数のグループの構成員になることはできない。

⑤単独で申請する者は、本募集において他の共同企業体の構成員になることは

できない。

,

4 プロポーザルに関する手続

①スケジュール表

現時点において想定するスケジュールは次のとおりであるが、多少前後する場合

もある。

項目

案件公表(公告)

質間書の提出期限

参加表明書の提出期限

質問の回答

参加資格確認結果通知の交付

企画提案書類の提出期限

期日又は期限

令和8年7月22日ケ月

令和8年7月30日

午後5時必着

令和8年7月31日

午後5時必着

・ 2 ・

令和8年8月3日網)

令和8年8月3日絹)

(金)

(木)

令和8年8月7日

午後5時必着

(金)



プレゼンテーション開催日

結果通知

契約予定時期

②提出書類等

①参加表明書【様式11

②会社概要表【様式2】

③企画提案提出書【様式3】

④業務実績表【様式4】

⑤業務執行体制表【様式5】

⑥企画提案書【任意様式】

⑦参考見積書【任意様式】

⑧全部事項証明書又は登記簿謄本及び各納税・課税証明書(写し可)

⑨質問書【様式6】

⑩プロポーザル参加辞退届【様式7】※参加を辞退する者のみ

⑪協定書【任意様式】※共同企業体のみ

⑫委任状【任意様式】※共同企業体のみ

※共同企業体で参加の場合における提出書類は、代表者のみの提出とする。(ただ

し、上記②④⑧については構成企業ごとに提出すること。)

※各種証明書は、 3か月以内に発行されたものに限る。

.

令和8年8月19日ケ幻予定

選定委員会の翌日以降、速やかに行う

令和8年8月下旬頃

様式配布場所

幡)プロポーザルに関する質問の受付

プロポーザルに関する質問がある場合、質問書【様式田を提出すること。口頭

による質闇は不可とする。

①受付期限

令和8年7月30日(木)午後5時まで(必着)

②提出方法

原則としてメールにより担当課へ送付すること。また、メール送信後には受

領の確認のため、送信した旨を担当部署へ電話連絡すること。

③回答方法

質問を受けた翌日から数えて2日(開庁田以内にメールにより質問者及び

参加表明書を提出した全員又は企画提案資格者全員に対して回答する。なお、質

疑内容については、令和8年8月3日網)に名護市ホームページにて公表する。

名護市建設部まちなか再開発・公共交通課(担当

※名護市ホームページ内より入手可。

比嘉)

,3



④参加表明書の提出

本プロポーザルへの参加を希望する者は、①の提出期限までに②の提出書類を1部

作成し、提出するものとする。

①提出期限

令和8年7月31日(金)午後5時まで(必着)

②参加表明提出書類

呂1絲氏1「参加表明提出書類について」参照

③提出方法

担当課窓口へ持参又は郵送により提出すること。なお、郵送の場合には提出

期限内に必着すること。

※担当課窓口による受付は、午前9時から午後5時までの間(土・日・祝日を

除く。)

⑤参加資格確認結果通知の交付

参加表明書を提出した者に対し、プロポーザル参加資格決定通知書を交付、又は

参加資格を有していない旨をその理由と併せて通知する。

①交付日令和8年8月3日明)

②交付方法郵送(電子メールにて写しを送付)

③その他

参加資格を有すると認められなかった旨の通知を受けた参加表明書の提出者

は、その通知を受けた日の翌日起算で、市役所閉庁日を除く5日後の午後5時ま

でに書面によりその理由の説明を求めることができる。その場合、市は書面を受

領した日の翌日起算で市役所閉庁日を除く5日以内に文書により回答するもの

とする。

⑥企画提案書類等の提出

企画提案資格者は、企画提案関係書類を①の提出期限までに②の提出書類を作成

し、提出するものとする。

①提出期限

令和8年8月7日(金)の午後5時まで(必着)

②企画提案書類等(※別紙2 「企画提案提出書類について」参照)

企画提案提出書【様式3】など一式

③提出部数

・原本(企画提案書類一式):1部(片面印鼎D

盲

・副本(企画提案書類一式)

※副本は、企画提案書類一式をファイリングして1部としてください。

※原本及び副本には、ページ番号を記載してください。

提出方法

担当課窓口へ持参又は郵送により提出すること。なお、郵送の場合には提出

④

・ 4 ・
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期限内に必着しなければならない。

※担当課窓口による受付は、午前9時から午後5時までの間(士・日・祝日を除

く。)

プレゼンテーション及びヒヤリングの実施

①プレゼンテーション及びヒヤリングの実施日は、令和8年8月19日(水)

とする。

②プレゼンテーション及びヒャリングの所要時間は、次のとおりとする。

プレゼンテーション 25分

質疑応答 15分

合計 40分

③説明者については、本業務を担当する管理者とし、プレゼンテーション及び

ヒヤリングへの参加者は説明者を含む3名以内とする。

④説明内容については、提出した企画提案書をもとに行うこととし、新たに書

き加えること及び別の図表等を追加することはできない。

⑤プレゼンテーションの際にパワーポイントで説明する場合は、企画提案書類

の提出時に申し出ることとし、使用する電子データとパソコンは持参すること。

なお、プロジェクター及びスクリーンについては、本市で準備する。

⑥プレゼンテーションの順番は、企画提案関係書類の受理順とし、指定時間の

15分前までに待機すること。指定したプレゼンテーションの審査開始時間に遅

れた場合は、失格とする。

⑦他の提案者のプレゼンテーション及びヒヤリングを傍聴することはできない。

⑦

゛

5 評価方法等

評価方法等については、次のとおりとする。

①本プロポーザルの実施に当たっては、企画提案書、プレゼンテーション及びヒヤリン

グによる評価を厳正に行った上で、最優秀提案者として選定し、優先交渉者とする。

②本プロポーザルの評価は、市が別に定める「名護市地域公共交通計画改定及び交通

政策支援業務委託プロポーザル選定委員会」(以下「委員会」という。)において行

つ。

③評価項目及び配点は、別紙3 階判西項目及び配点」によるものとし、最低基準点を

超えたものの内から最も点数の高い提案をしたものを最優秀提案者とする。なお、

同点により契約の最優秀候補者とすべきものが2者以上ある場合は、月1俳氏4 「全委

員の審査得点の合計が同点だった場合」のとおりに選定する。

④最低基準点は60点X参加委員数とする。

⑤提案者が1者の場合でも審査を行い、最低基準点を満たした場合は、最優秀提案

者とする。

⑥評価結果については、プレゼンテーションに参加した全ての者に通知する。

' 5 '



⑦評価の経緯に関する質問には一切応じられない。

6 失格要件

次に掲げる項目に該当する場合は、失格とする。

①提出書類に虚偽の記載がある場合

②提出期限を過ぎて提出書類が提出された場合

③委員会の委員又は関係者にプロポーザルに対する援助を直接的又は間接的に求め

る等の不正な接触をした場合

④本実施要項「2 業務委託概要」の委託上限額を超える金額で参考見積書が提出さ

れた場合

⑤指定するプレゼンテーション審査開始時間に遅れた場合

⑥契約締結までの間に参加要件を満たさないと発覚した場合

⑦その他本要項に違反した場合

当

7 契約の締結

住)優先交渉権について

①プレゼンテーション及びヒャリングにおいて最優秀提案者に選定された者に

対して、本業務委託の契約に係る優先交渉権が与えられる。

②優先交渉権が与えられた者(以下「優先交渉者」という。)が提出した企画提

案書の参考見積書の金額を上限として、見積合わせを行い契約書の取り交わしを

もって契約の成立とする。

③最優秀提案者との契約が不調となった場合には、次点者を優先交渉者とする。

②契約手続について

名護市随意契約取扱規定(平成17年訓令1号)に定める随意契約の手続により、優

先交渉者から見積書を徴収し、予定価格の範囲内であることを確認して契約を締結し、

契約書を取り交わすものとする。

③契約保証金

契約予定者は、契約保証金として、契約額の100分の10の額を契約締結前に納付し

なければならない。ただし、名護市契約規則(昭和48年規則第19号)第26条各号のい

ずれかに該当する場合には、契約保証金の全部又は一部の納付を免除することができ

る。

④本プロポーザルは、令和8年度名護市地域公共交通協議会予算成立前の手続きで

あり、当該予算の成立を前提としたものとなります。そのため、名護市地域公共交

通協議会において当該予算案は否決された場合は、契約を締結することができませ

ムノ。
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8 その他

①応募に要する一切の費用は、応募者の負担とする。

②本市が受領した提出書類については、返却しない。

③提出された資料の著作権は、提案者に帰属するものとする。ただし、選定を行う作

業や議会報告等に必要な場合に提案者に承諾なく無償で使用できるものとする。

④プロポーザルの結果は、公開するものとする。(参加業者名及びその総合評価点数

も含む)なお、提出された企画提案書等は、名護市情報公開条例及びその他関連す

る条例又は規則等に基づいた取扱いとなる。

⑤ 1事業者あたりの企画提案は、 1件までとする。

⑥参加表明書を提出した後であっても、プロポーザル参加辞退届【様式7】を提出す

ることにより参加の辞退を申し出ることができる。この場合において、本案件後の本

市の契約に関して不利益な扱いをしないものとする。

.

9 問合せ先

名護市建設部まちなか再開発・公共交通課

住所:〒905-0014 沖縄県名護市港二丁目1番1号(名護市民会館2階)

電言舌番号:四80-54-1313 担当:比嘉

F A X :0980-54-1314

メ^ルアドレス: machinakakoutsu@city. nago.1g. jp

'フ



(要項4④②関係)

別紙1 参加表明提出書類について

1 次に掲げる事項に留意し作成するものとする。

①共通事項

参加表明提出書類の用紙の大きさはA4版を基本とし、余白は、上10mm、下10

mm、左25mm、右15mmとし、文字の大きさは、ワープロソフト使用の場合、Ⅱ

ポイント以上の大きさとする。

②次の書類一式を左2箇所ホッチキス留めとし、 1部提出するものとする。

【提出書類一覧表】

※「0」:必ず提出、「△上必要な者のみ提出

嘘

M

1 参加表明書【様式1】※記名及び押印の上、提出すること

2
会社概要表【様式2】

※記載は1頁以内※任意様式で組織図を添付すること

3 業務実績表【様式4】

4 全部事項証明書又は登記簿謄本(写し可)

提

5

出

各税に関する証明書(直近1年分)(写し可)

△

書

名護市税完納証明書(法人)

名護市の法人市民税納税証明書

代表者の国民健康保険税完納証明書

※国民健康保険に加入している個人事業者のみ

代表者の名護市税完納証明書※すべての名護市税が対象

沖縄県の法人事業税(個人事業税)の納税証明書
※完納証明書は不可

国税納税証明書

※法人事業者は様式その3の3 ※個人事業者は様式その3の2

類

6

区分

協定書【任意様式】※共同企業体で申請の場合のみ※正本1部

7

※各証明書は3か月以内に発行されたものを提出すること。

※NO.5①から⑤については、沖縄県又は名護市に納税義務がある者のみ提出すること。

※共同企業体の場合、 NO.2からNO.4までは構成企業ごとに提出すること。

委任状【任意様式】※共同企業体で申請の場合のみ※正本1部

0

0
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(要項4⑥②関係)

呂1蜂氏2 企画提案提出書類について

1 次に掲げる事項に留意し作成するものとする。

①共通事項

①企画提案提出書類の用紙の大きさはA4版を基本とし、余白は、上10mm、下10

mm、左25mm、右15mmとし、文字の大きさは、ワープロソフト使用の場合、Ⅱ

ポイント以上の大きさとする。

②企画提案書を受領した後の提案内容の追加、修正および再提出は認めない。ただ

し、プレゼンテーションの際におけるパワーポイント等による説明については、企

画提案書に記載した内容を逸脱しない範囲で可とする。

②提出部数は、次に掲げるとおりとする。

①原本(企画提案書類一式):1部(片面印刷A4フラットファイル綴じ)

②副本(企画提案書類一式):.10部(両面印吊D

侶)次の書類を一式とする。なお、参加表明提出書類と共通する書類については、参加

表明書類と相違がないものであること。

①企画提案提出書【様式3】

ア記名及び押印の上、提出すること。

②会社概要表【様式2】

ア呂1俳氏1参加表明提出書類について②2同様。

③業務実績表【様式4】

ア呂1俳氏1参加表明提出書類について②3同様。

④業務執行体制表【様式5】

⑤企画提案書【任意様式】

ア企画提案書には月嚇氏3に掲げる評価基準及び仕様書を踏まえ、想定される各業

務、各事項の実施手法及びスケジュールについて具体的に記載すること。

イ 20頁以内とすること。

⑥参考見積書【任意様式1

ア本業務における参考見積書を提出すること。また、参考見積書は、本業務に係

る全体の経費とし、積算にあたっての根拠等の内訳書も併せて提出すること。

④上記③で示した書類を①~⑥の順でつづり、①~⑥の項目ごとにインデックスを

つけること。また、①~⑥の順に通しでぺージ番号を付すこと。

.
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(要項5③関係)

呂1俳氏3 評価項目及び配点について

審査に対する評価項目及び評価内容は、次のとおりである。

評価項

1 事業者の実績

目

2 業務理解

亀

・過去5年以内に国・県・市町村等が発注した交通

関連計画等の業務仕也域公共交通計画や交通に関

する計画等の策定業務または改定業務、調査に関

する業務等)の実績があるか。

3 現状分析・調査手法

評価の着眼点

. 法改正及びガイダンスを十分理解し、本市の地域

特性を踏まえ、本業務の目的・課題を的確に把握

した提案となっているか。

4
施策提案・

計画策定能力

・モビリティデータ、運行実績、交通空白、人口動

態、都市構造等を活用した分析方法が具体的で妥

当であるか。分析結果を施策につなげる工夫があ

るか。

5

・交通空白対策、なご丸の再編、デマンド交通、乗

継改善、都市計画との連携など、実現性・独創性・

効果が期待できる提案となっているか。

・達成すべき目標および評価指標(KPD の設定が適

切か。

交通政策支援

6
合意形成・

会議運営支援

配点

・なご丸の運行支援、利用促進イベント、利用分析、

改善提案など、実効性の高い支援内容となってい

るか。

・継続的なPDCAを意識した提案となっているか。

7

5

業務実施体制

8
プレゼンテーショ

ン・質疑応答

・協議会運営、資料作成、議事録作成、交通事業者・

地域住民との合意形成支援について、具体的かつ

実現性があるか。

15

9 見積価格

・監理技術者・担当者の経験・資格、役割分担、バ

ツクァップ体制、スケジュール管理など、確実に

業務遂行できる体制となうているか。

15

・説明が分かりやすく、提案内容を的確に説明して

いるか。

・質問への回答が具体的で理解度が高いか。

20

・配点X (最低見積額/自社の見積額)

※小数点以下切り捨てした数値とする。

15

10

5

・ 10 ・
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(要項5③関係)

別紙4 全委員の審杏得点の合計が同点だった場合

1 最高得点者のうち、各委員の審査得点が高い方が1位とし、 1位とした者が多い方を

最優先候補者とする。

(例 1)

ア社

イ社

委員A

.

※上記伊Πの場合、ア社の得点が高い委員が3人、イ社の得点が高い委員が2人となる

ため、ア社を最優先候補者とする。

90

85

委員B

2 1において、どちらも同人数だった場合は、各委員が1位とした者の得点を合計し、

合計が高い者を最優先候補者とする。

(例 2 )

80

70

委員C

85

ア社

95

委員D

イ社

委員A

95

90

85

委員E

90

委員B

70

ア社

80

イ社

85

委員審査得点合計

委員A

75

※ア社を 1位とした委員の合計点数が180点、イ社を1位とした委員の合計点数が185点

となるため、イ社を最優先候補者とする。

委員C

85

420

90

委員B

3

95

420

委員D

2においても同点だった場合は、委員長の審査得点が高い者を最優先候補者とする。

85

4

95

委員C

3においても同点だった場合は、副委員長の審査得点が高い者を最優先候補者とtる。

90

委員審杏得点合計

5 4においても同点だった場合は、評価項目の「2企画提案内容」において、全委員の

審査得点の合計が高い方を最優先候補者とする。全委員の審杏得点が同点だった場合は、

1~4の手順を準用し、最優先候補者を選定する。

95

委員D

350

95

350

6

委員審査得点合計

5においても同点だった場合は、委員長がくじ引きにより決定する。

180

185

Ⅱ



名護市公告第38号

第3次中小企業・小規模企業振興ビジ"ン策定業務委託に係るプロポーザル

の実施について

.

令和 8午7月27日

第3次中小企業・小規模企業振興ビジ"ン策定業務委託プロポーザル実施要

項等は、ホームページ及び商工・企業誘致課に備え付けています。

名護市長

、、" jr.、T..二1.

渡具知武阜、にン、i卜1叉A"1
1 、乢ヒ',ヤ'、"、 1T
1 :
^,一■^^

、! 、
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名護市公告第39号

沖縄県知事より、令和8年7月15日付け沖縄県達農第763号にて、森林病害虫等防

除法(昭和25年法律第認号)第5条第1項及び第2項の規定に基づき、名護市にお

ける高度公益機能森林の所有者又は管理者に対し、松くい虫の防除命令が発令されまし

たので公告します。

司

令和8年7月27日

1 命令内容

2 駆除期間

別紙のとおり

令和8年8月10日から令和9年3月31日まで

名護市長渡具知 "轟
記



沖縄県達農第543号

森林病害虫等防除法(昭和25年法律第53号)第5条第1項及び第2項の規定に基づき、

下記により森林病害虫等の駆除措置及び防除措置を行うことを命じます。

、

令和8午7月15日

1 区城及び期間

辻}区域国頭村、大宜味村、今帰仁村、本部町、名護市、恩納村、読谷村、うるま市、

北大東村及び南大東村の区域内に存する松林のうち次のとおりとする。(「次のとお

り」は、省略し、その図面及び関係書類を沖縄県農林水産部森林管理課、沖縄県北部

農林水産振興センター森林整備保全課及び沖縄県南部林業事務所に備え置いて縦覧に

供する。)

②駆除期間令和8年8月10日から令和9年3月31日まで

森林所有者又は管理者 (名護市)

2

沖縄県知事

記

森林病害虫等の種類松くい虫

3 行うべき措置の内容

住)松くい虫が付着している樹木を所有し、又は管理する者は、当該樹木を伐倒して薬

剤によるくん蒸、焼却(炭化を含む。)又は破砕をすること。

②松くい虫の被害を受け、又は受けるおそれがある樹木を所有し、又は管理する者は、

薬剤の樹幹注入による防除を実施すること。

玉城

」1
」

1'i'
1 盲
'{

康裕1_

"

;{.

J

1

4

气

命令をしようとする理由松くい虫被害のまん延防止のため

5 その他必要な事項

Ⅷ 3に規定する措置を行う樹木及びその措置の内容にっいては、森林害虫防除員の指

示に従うこと。

^

ご"ー、弓
 
J



② 3に規定する措置を行った者又はその代理人は、当該措置を実施した後、速やかに

当該措置を実施した樹木が所在する地域を管轄する沖縄県北部農林水産振興センター

所長又は沖縄県南部林業事務所長を経由して知事にその旨を届けること。ただし、恰)

により申請書を提出する場合は、この限りでないこと。

住} 3に規定する措置の実施に伴う損失補償を受けようとする者は、別に定める申請

書を当該措置を行った日から15日.以内に当該措置を実施した樹木が所在する地域を
」

管轄する沖縄県北部農林水産振興センター所長又は沖縄県南部林業事務所長を経由
J

して知事に提出するものとし、その提出があったときは、知事は、当該申請者が3に

規定する措置を行ったかどうかを確認して、損失補償金の額を決定し、損失補償金を

交付するものとすること。

④知事は、 3に規定する樹木を所有し、又は管理する者が、 1の②に定める期間内に

3に規定する措置を行わないとき、行っても十分でないとき、又は行う見込みがない

ときは、当該措置の全部又は一部を行うことがあること。

⑤知事は、④による措置を行った場合において、当該措置の費用の額が、 3に規定す

る措置を行うべき者が自らその措置の全部又は一部を行ったとした場合にその者が受

けることとなるべき補償の額を超えるときは、その超える部分の額に相当する額をそ

の者から徴収することがあること。

'

、ノ
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平素か

り、感謝

さて、

枯れし、

観を損な

松くい虫の防除に関する御協力のお願い

松くい

申 し上げま

内でば、ノ「丈

その被害か

うなど、

TEL

IEL

松くい虫被害は伝染性のものであり、放リておくと皆さまが所有(管即)さ
れている松林へ被害が更に拡大し、景観や地域防災上で重要な機能を持シ松林
が消失してしまうことになります。

虫の防除文1策にツきましは、

す。

木であるりユウキュウマ1目_

ん延して、森躰資源の減ま

きな社会問題となンており

電

のため県では、公益的機能を持つ重要な松林については q島度公益機能森こ

林(特に守るべき森林)」と位置づけ、防除の重点化を図っております。その

'環として、森林病害虫等防除法に基づき、森林所有者(管理者)の皆さまに

対し、所有(管廻)する松が松くい虫被害を受けた場合には被害木の伐倒駆除

を、また所有(管理)する松が被害を受ける恐れがある場合には薬剤の樹幹注
入をしていただくよう、「防除命令 1 を行っております。

09RO・腿・豁詑

098-941-25 豁

さいますよう

まにおかれましては

松くい虫の伐

機関へ御

なお、本来、松くい虫被害木の伐倒駆除は所有者(管理者)ガ;公

則となっておりますが、被害木の伐倒駆除は個人で行うには大きま

ことから、森林所有者(管理者)による伐倒駆除が難しい高度

格別の御埋解と御恊力を賜

が松

とと

す。

連絡いただ

ノいては、森林所有者(管理者)の

伐倒駆除を実施することになります。つ

くい

もに

1 駆"、を行う意向がある森林所有者(管理者)の

Ⅱ1被害によりて立ち

、沖縄らしい風致茶

に御理解下

今後とも、松くい

す。なお、 のことこ

行政機関まで御連絡

和8

ますようお願いいたします 0

8月24日までに下記の沖縄県森林行政

以ヒ、沖縄県農林水産部森林管理課からのお知らせでした。

お願いします。

防除対策に対する御理解と御協力を

し、御不明な点がございましたら、

い。

さ ま

き

連絡先

沖縄県農林水産部森林管踵課

沖縄県北部農林水産振興センタ

森林整備保令課

・沖縄県南部林業事務所

に代わり

ましては、松くい虫被害木の伐倒駆

県が費用

行 うことが原

負担となるな

益機能森林に

さ

ム

を 全額負担し

お願い申し上げま

下記の沖縄県森林

TEI 的8-8肺一器鮖

ツ
少
ま

除

の
関
さ

虫
に
下

)し



別紙(第7条関係)

名護市公告第 qC 号

令和 8年8月3日

名護市公募型指名競争入札の実施について

地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条第1項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告し主
す。

入札に付する事項

工事名

2 工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

久志区避難橋整備工事(その2)

概要

6

士木一式工事

入札日時

7

名護市字久志地内

入札場所

8

契約締結日の翌日(又は契約締結引~令禾四年3月18日

予定価格
(消費税込み)

名護市長渡具知武豊

9

河川護岸工一式、磁気探査業務一式

最低制限価格

10

令和8年8月26日(水)午後2時

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室

入札関係
工事関係

量,昭0)こ

契約保証金

゛ー

12

「

名護市工事契約検査課
建設士木課

事後公表とする。

^・

{

申請書提出期限

1

玲

設定する

^^

、

^

工事内容に関寸る
質問締切日

^^

一

14

免除

で

質問に対する回答

契約額の10分の1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

15

(予定価格の事後公表対象案件)

指名通知日

16

令和8年8月10日綱)正午

その他

17

令和8年8司 19日(水)正午

担当課

令和8年8月21日(金)

令和8年8月13日(木)

口

※本工事は遍休2日の取り組みを推進するための工事である。詳細は

一
'
昂
、
一
.

「
、

■1
一
r

、
 
1
 
t

、

、

九
1
 
L



2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなければなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

名護市の土木一式工事A級に登録されている者であること。

今年度(令和8年4月1日から令和8年8月26日の入札日までの間)に本市発注の土木一式
工事(予定価格1,000万円以上のもの)を受注した者ではないこと。

前年度繰越により継続して本市発注の土木一式工事(予定価格1,000万円以上のもの)
を施工中の者ではないこと。ただし、入札日の前日までに完成検査済みの者は除く。

地方白治法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係があ
ること。

「建設業法に基づく監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格取得者(12級
士木施工管理技士、 1・2級建設機械施工管理技士又は技術士」

入札日までの問に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受けて
いない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づき
要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指名を
見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていない
者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であること。

⑧

2

⑨

会社更生法(平成H年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの問に不渡り等を生じていない者(前号に該当するも
のを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

⑭

3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札について

4 提出書類

次に掲げる書類を令和8年8月10日正午までに工事契約検査課へ提出してください。当該期限を
過ぎて提出のあった者については受付を行いません。

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

⑩
⑪
⑫
⑬

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫



①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工事が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注時
又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録してぃない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

①配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

③営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第H号)様式第
8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものにっいては令和8年8月13日(木Xこ指
名通知を、入札参加資格要件を満たさない者にっいては、その理由を付した非指名通知書を送付
します。

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚偽
の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書類を
確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立てを
市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任意)
により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項

3



(様式4)

名護市公告第

名護農業振興地域整備計画を変更tるので、農業振興地域の整備に関

する法律(昭和44年法律第58号)第玲条第4項において準用tる同法第1

1条第1項の規定に基づき、当該農業振興地域整備計画の変更案を次のと

おり一般の縦覧に供する。

名護市の住民は、縦覧期間満了の日までに、縦覧に供された農業振興地

域整備計画の変更案について、名護市に意見書を提出することができる。

また、当該農業振興地域整備計画のうち農用地利用計画に係る農用地区

域内にある士地の所有者及びその士地に関し権利を有する者は、当該農用

地利用計画の変更案に対し異議があるときは縦覧期間満了の日の翌日から

令和8年9月18日までに名護市にこれを申し出ることができる。

41

.

令和 8午 8月 5日

1 農業振興地域整備計画の変更案の縦覧期間

自令和 8年8月5日

至令和 8年9月3日

2

名護市長渡具知

農業振興地域整備計画の変更案の縦覧場所

名護市役所農林水産部農業政策課農地係

(名護市港一丁侶1番1号)

号
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(様式1-D

ヘーソ

整備計画変更箇所

行(表)

56

24

33~35

変更項目

整備計画変更事前協議調書

農用地区域

屋部地区より以下地番を除外とtる。

名護市字屋部安座昼間原1560-2、1560-5

名護市字屋部混謝原1768-1、1769-1、 1769-2、 1770-1、 1770-2、
1771-1、 1771-2、 1772-1、 1772-2

更 内

新店舗の建設(農振法第13条第2項)

新店舗の建設、公衆用道路(農振法第13条第2項)

更 理 由
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(様式1-3)

①-1

大

2 ①-2

農用地利用計画変更事前協議調書(一部見直し用)

字

屋部

3

所

①-3

小

屋部

4

在

安座昼間,

変更に係る士地の所在・面積等

①-4

字

地

5

屋部

安座昼間,

①-5

地

告生

屋部

6 ①-6

番

1560-2

混謝原

屋部

7

地

①-フ

1560-5

混謝原

8

屋部

稍

②-1

44.00

変更に係
る面積

1768-1

混謝原

屋部

9

127.00

②-2

1769-1

混謝原

10

屋部

6,750,00

44.00

②-3

1770-1

混諜原

Ⅱ

屋部

127.00

3,939.00

地

②-4

1771-1

混謝原

帳

屋部

6,750.00

原野

344.00

目

]フ72-1

混謝原

現

屋部

3,939.00

畑

363.00

士地改良
事業施行
の有無

1769-2

混謝原

況

原野

原野

344.00

329.00

1770-2

混謝原

原野

畑

363.00

82.00

農用地利用計画にお
ける用途区分

1771-2

原野

329.00

(変更件数)

田

42.00

1772-2

原野

82.00

田

24.00

2

(変更筆数)

田

42.00

畑

農用地

27.00

公衆用道路

田

24.00

農用地

公衆用道路

Ⅱ

畑

27.00

農用地

変更後の用途
信十画内容)

公衆用道路

公衆用道路

(変更面積)

農用地

公衆用道路

公衆用道路

12,071.00

新店舗の建設

農用地

公衆用道路

新店舗の建設

農用地

公衆用道路

新店舗の建設

農用地

備

新店舗の建設

農用地

画i立: n子

無
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考
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新店舗の建設

農用地

公衆用道路

公衆用道路

公衆用道路

公衆用道路

づ

無

無

無

無

台

無

無

無

無

無

無
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名護市公告第 42 号

名護市新設斎場火葬炉整備事業者選定に係るプロポーザルの実施にっいて

令和8年8月6日

オ

名護市新設斎場火葬炉整備事業者選定に係るプロポーザル実施要項等については、ホー

ムページ及び環境対策課に備え付けています。

名護市長渡具知
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